
年 月 総 数
(認知件数) 検 挙 件 数

凶 悪 犯 粗 暴 犯 窃 盗 犯 知 能 犯 風 俗 犯 そ の 他
平 成 19 年 10,669 46 430 8,090 503 76 1,524 4,406

20 9,689 33 428 7,465 420 58 1,285 3,714
21 8,812 28 330 7,280 248 46 880 3,066
22 8,293 22 340 7,100 250 45 536 2,905
23 8,081 28 294 6,816 212 69 662 3,111

平成23年４月 681 1 24 572 15 5 64 273
５ 809 3 25 697 18 9 57 169
６ 833 5 31 699 24 5 69 432
７ 710 1 37 577 22 8 65 237
８ 768 3 18 663 10 8 66 246
９ 665 0 19 551 19 7 69 237
10 788 4 25 639 29 6 85 448
11 669 4 25 562 17 5 56 306
12 535 1 13 458 17 3 43 187

平成24年１月 450 2 22 358 17 1 50 172
２ 447 1 27 357 13 － 49 237
３ 575 5 22 449 14 1 84 366
４ 577 4 32 475 10 5 51 187

資 料 出 所 石川県警察本部

件 件 件 件 件 棟 世帯 人 人 千円 ㎡ ㎡ ａ

年 月
出 火 件 数

焼損棟数 り災世帯 死 者 負傷者 損 害 額
焼 損 面 積

総 数 建 物 林 野 車 両 その他 建物(床面積) 建物(表面積) 林 野

平 成 19 年 369 224 22 48 75 311 185 15 47 1,243,697 18,179 1,051 202
20 344 211 14 38 81 289 193 20 48 746,430 11,681 1,407 792
21 364 204 28 48 84 273 174 22 43 738,001 11,145 1,509 911
22 288 162 11 49 66 215 147 21 42 685,608 9,299 1,999 134
23 322 172 23 43 84 249 151 17 48 695,729 11,921 848 396

平成23年４月 70 27 15 3 25 38 23 3 7 80,367 1,301 107 298
５ 28 16 3 3 6 27 11 3 1 54,155 814 90 77
６ 16 9 1 3 3 12 10 1 4 22,030 405 20 15
７ 22 10 － 6 6 14 7 － 2 73,072 934 36 －
８ 22 12 2 3 5 16 10 － 1 75,711 1,267 53 5
９ 24 11 － 3 10 15 10 － 3 41,358 913 136 －
10 23 15 － 3 5 18 9 1 2 42,573 1,113 46 －
11 23 15 － 6 2 23 11 2 7 86,151 1,636 56 －
12 20 15 － 2 3 17 15 1 2 70,438 938 114 －

平成24年１月 24 22 － － 2 r 28 r 22 3 4 r 27,700 780 224 －
２ 24 17 － 3 4 25 16 3 2 24,902 591 34 －
３ 37 27 1 － 9 28 33 4 8 108,199 2,100 81 6
４ 39 16 3 4 16 22 20 2 7 49,428 826 63 49

資 料 出 所 消防保安課� ｢焼損棟数｣―全焼･半焼･部分焼･ぼや含む｡ ｢り災世帯｣―全損･半損･小損含む｡ ｢損害額｣―建物･林野･車両･その他含む｡
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Ⅳ 統 計 辞 典
｢県民経済計算｣ について

県民経済計算は､ 県内の各産業の経済活動によって１年間 (４～３月の会計年度) に生み出された価値 (付

加価値) を､ 生産・分配・支出の３つの面からマクロ的に捉えて推計しようとするものです｡

生産とは､ 農業､ 製造業､ 商業などの各産業が財貨・サービスを生産することであり､ 分配とは､ 生産活動

によって新たに生み出された付加価値を労働者には賃金､ 企業には利潤などの形で分配することであり､ 支出

とは､ 分配された価値 (県民所得) が消費や投資などの形で支出されることです｡

県民経済計算は､ 県内経済の規模や循環､ 構造を総合的､ 体系的､ 計量的に明らかにすることを目的として

おり､ 全国47都道府県が個別に推計作業を行って結果を公表しています｡ また内閣府 (経済社会総合研究所)

でも､ 都道府県ごとの結果をとりまとめ､ 一覧表や時系列表を公表しています｡

これによって､ 県内経済の規模や構造､ 経済成長率などが明らかにされるだけでなく､ 他の都道府県との比

較も可能となり､ 経済の地域的分析や地域の諸施策に利用されています｡


